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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅥ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，サプレッションチェンバアク

セスハッチ（以下「アクセスハッチ」という。）が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

アクセスハッチは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

アクセスハッチの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

アクセスハッチは，サプレッ

ションチェンバ胴に支持され

る。 

アクセスハッチに作用する水

平及び鉛直方向荷重は，サプ

レッションチェンバ及びサプ

レッションチェンバサポート

を介して原子炉建物基礎スラ

ブに伝達される。 

（単位：mm） 

アクセスハッチ

サプレッションチェンバ

Ａ 

原子炉建物基礎スラブ 

サプレッションチェンバ

サポート

φ 

ふた板 

フランジ

スリーブ

補強リブ 

Ａ部詳細図 

Ｂ－Ｂ矢視図 Ｃ－Ｃ矢視図 

補強リブ 

スリーブ

Ｂ Ｂ 

Ｃ 

補強リブ 

スリーブ

Ｃ 

アクセスハッチは，内径

mm，板厚 mmのスリー

ブ，板厚 mmのふた板，フ

ランジ及び板厚 mmの補強

リブにより構成される鋼製構

造物である。 



 

3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-
2-
9 
R0
 

 

2.2 評価方針 

アクセスハッチの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及

びⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基

づき，「2.1 構造計画」にて示すアクセスハッチの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定

する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アクセスハッチの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 アクセスハッチの耐震評価フロー 

  

解析及び理論式による固有周期 

設計用地震力 

 

地震時における応力 

応力解析又は理論式による応力計算 

計算モデルの設定 

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの

耐震性についての計算書」において算出

された応力 

アクセスハッチの構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ａ 断面積 mm2 

 ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

 ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

 Ⅾ１ アクセスハッチの内径 mm 

 Ⅾ２ ボルト円の直径 mm 

 Ⅾ３ フランジの直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

 ＦＸ 荷重（スリーブ軸方向） N 

 ＦＹ 荷重（サプレッションチェンバ胴軸方向） N 

 ＦＺ 荷重（サプレッションチェンバ胴周方向） N 

 ＫＣ ばね定数（サプレッションチェンバ胴周方向） N/mm 

 ＫＬ ばね定数（サプレッションチェンバ胴軸方向） N/mm 

 ＫＲ ばね定数（スリーブ軸方向） N/mm 

 １ アクセスハッチの長さ mm 

 ２ 補強リブの長さ mm 

 ３ 補強リブの長さ mm 

 ｍ 質量 kg 

 ＰＤｉ 内圧 kPa 

 ＰＤｉ１ 内圧（最高使用圧力） kPa 

ＰＤｉ２ 内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧） kPa 

ＰＤо 外圧 kPa 

 Ｒ 半径 mm 

 Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 3に定める値 MPa 

 Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1に定める値 MPa 

 Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

 Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

 ｔ１ スリーブの厚さ mm 

 ｔ２ サプレッションチェンバ胴の厚さ mm 

 ｔ３ ふた板の厚さ mm 

 ｔ４ 補強リブの厚さ mm 

 Ｔ 温度 ℃ 

 ＴＣ 固有周期（サプレッションチェンバ胴周方向） s 

 ＴＬ 固有周期（サプレッションチェンバ胴軸方向） s 

 ＴＲ 固有周期（スリーブ軸方向） s 

 ＴＳＡＬ 温度（ＳＡ後長期温度） ℃ 
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記号 記号の説明 単位 

 ＴＳＡＬＬ 温度（ＳＡ後長々期温度） ℃ 

  Ｗ 死荷重 N 

 Ｚ 断面係数 mm3 

 ν ポアソン比 ― 

  π 円周率 ― 

 σ スリーブの軸方向応力 MPa 

 σｔ スリーブの周方向応力 MPa 

 τ スリーブのせん断応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

ばね定数 N/mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

ポアソン比 ― ― ― 小数点以下第 1位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力，引張

強さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位

までの値とする。 

  



8 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
9-
2-
9 
R0
 

3. 評価部位

アクセスハッチの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び評価部位を表 3－1に示す。

 

Ｄ１＝ Ｄ２＝ Ｄ３＝ Ｒ＝

１  ＝ ２  ＝ ３  ＝

ｔ１＝ ｔ２＝ ｔ３＝ ｔ４＝

（単位：mm） 

図 3－1 アクセスハッチの形状及び主要寸法 

ｔ１ 

Ｄ２ 

Ｄ３ 

１
ｔ

３
 

２

ｔ４ 

Ｄ１ 

Ｒ 

ふた板 

フランジ

サプレッションチェンバ胴

スリーブ

補強リブ 

ボルト 

Ａ Ａ 

Ｂ－Ｂ矢視図 Ａ－Ａ矢視図 

Ｂ 

Ｂ 

補強リブ 
スリーブ

スリーブ

補強リブ 
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表 3－1 使用材料表 

  

評価部位 使用材料 備考 

ふた板 SGV49 SGV480相当 

フランジ SGV49 SGV480相当 

ボルト SNCM439  

スリーブ SGV49 SGV480相当 

サプレッションチェンバ胴 SPV50 SPV490相当 

補強リブ SPV490  
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

アクセスハッチの固有周期の計算方法を以下に示す。 

 

(1) 固有周期の計算モデル 

a. 図 4－1 のようなアクセスハッチ先端の荷重－変位関係からばね定数を算出し，ハッチ

全体（スリーブ，フランジ，ふた板，補強リブ）を集中質量として扱う場合の固有周期を

算出する。 

b. アクセスハッチは，サプレッションチェンバ胴に取り付けられており，地震時の振れ 

 止めとしてスリーブ―サプレッションチェンバ胴間に補強リブを設置している。アクセ 

スハッチより加わる荷重（以下「外荷重」という。）によってアクセスハッチ，補強リブ 

及びアクセスハッチ取付部の各々に生じる変形を考える。変形モードは外荷重がスリー 

ブ先端に作用した場合の軸方向荷重又は曲げモーメントによる変形を考慮する。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

アクセスハッチは，図 4－1 に示すように，外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ

及びアクセスハッチ取付部の各々に生じる変形及び集中質量を考慮する。変位算出点は

荷重作用点と同様にアクセスハッチ先端としており，スリーブの剛性及びアクセスハッ

チ取付部の局部剛性の影響を考慮した変位が得られる。 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル（外荷重による変形モデル） 

  

外荷重 

アクセスハッチ 
補強リブ 

サプレッションチェンバ胴 

集中質量 
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(2) 外荷重による変形を求める解析モデル

外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ及びアクセスハッチ取付部に生じる変形を精

緻に評価するため，以下に示す有限要素解析手法を適用する。 

a. サプレッションチェンバ及びアクセスハッチの解析モデルは，3次元シェル要素により

モデル化した有限要素解析手法を適用する。解析モデルは，構造及び荷重の伝達経路を

考慮し，サプレッションチェンバを構成する 16 セグメントの円筒胴のうち，アクセスハ

ッチが設置されるサプレッションチェンバ胴の 1 セグメントの範囲についてモデル化す

る。解析モデルを図 4－2に，機器の諸元を表 4－1示す。 

b. アクセスハッチの外荷重として，スリーブ軸方向の並進荷重及びスリーブ軸直角方向

の並進荷重（サプレッションチェンバ胴軸方向，サプレッションチェンバ胴周方向）を 

アクセスハッチ先端に単位荷重として負荷する。

c. 拘束条件は，解析モデルのサプレッションチェンバ胴両端部を固定条件（並進 3方向

及び 3軸回り回転を拘束）とする。 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，各方向のばね定数を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算 

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

表 4－1 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

アクセスハッチ ― ― SGV49＊1 

サプレッションチェンバ胴 ― ― SPV50＊2 

補強リブ ― ― SPV490 

温度条件 Ｔ ℃ 104 

縦弾性係数 Ｅ MPa 198000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 

節点数 ― ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 
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図 4－2 解析モデル（外荷重による変形を求めるモデル） 
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(3) 軸方向ばね定数

外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ及びアクセスハッチ取付部に生じる変形モデ

ルを仮定した軸方向ばね定数は，図 4－2 に示す解析モデルを用いて荷重と変位の関係によ

り求める。スリーブ軸方向（鉛直方向）ばね定数をＫＲとし，その値を表 4－2に示す。 

(4) 軸直角方向ばね定数

外荷重によってアクセスハッチ，補強リブ及びアクセスハッチ取付部に生じる変形モデ

ルを仮定した軸直角方向ばね定数は，図 4－2 に示す解析モデルを用いて荷重と変位の関係

により求める。スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴周方向）ばね

定数をＫＣ，スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴軸方向）ばね定

数をＫＬとし，その値を表 4－2に示す。 

(5) 軸方向の固有周期

スリーブ軸方向（鉛直方向）の固有周期は次式で求める。




Ｒ

Ｒ

2 π
Ｔ =

1000 Ｋ

ｍ

········································ （4.1.1）

(6) 軸直角方向の固有周期

軸直角方向の固有周期は次式で求める。

スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴周方向）




Ｃ

Ｃ

2 π
Ｔ =

1000 Ｋ

ｍ

········································ （4.1.2）

スリーブ軸直角方向（水平方向：サプレッションチェンバ胴軸方向）




Ｌ

Ｌ

2 π
Ｔ =

1000 Ｋ

ｍ

········································ （4.1.3）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件を表 4－2に示す。 

表 4－2 固有周期の計算に用いる計算条件 

記号 単位 値 

ＫＲ N/mm 

ＫＣ N/mm 

ＫＬ N/mm 

ｍ kg 
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4.3 固有周期の計算結果 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期

設計基準対象施設における固有周期を表 4－3 に示す。固有周期は 0.05 秒以下であり，

剛構造であることを確認した。 

表 4－3 固有周期（設計基準対象施設） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

鉛直＊1 

水平＊2 

水平＊3 

注記＊1：スリーブ軸方向（鉛直方向）を示す。 

  ＊2：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴周方向）を示す。 

＊3：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴軸方向）を示す。 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期

重大事故等対処設備における固有周期を表 4－4に示す。固有周期は 0.05秒以下であり，

剛構造であることを確認した。 

表 4－4 固有周期（重大事故等対処設備） 

卓越方向 
固有周期 

(s) 

鉛直＊1 

水平＊2 

水平＊3 

注記＊1：スリーブ軸方向（鉛直方向）を示す。 

  ＊2：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴周方向）を示す。 

＊3：スリーブ軸直角方向（サプレッションチェンバ胴軸方向）を示す。 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) アクセスハッチはサプレッションチェンバ胴に支持され，また地震時の振れ止めとして

スリーブ―サプレッションチェンバ胴間に補強リブが設置された構造であり，アクセスハ

ッチの鉛直方向荷重及び水平方向荷重はサプレッションチェンバ及びサプレッションチェ

ンバサポートを介して原子炉建物基礎スラブに伝達される。

アクセスハッチの耐震評価として，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性につ

いての計算書」に示すサプレッションチェンバの地震応答解析で求めた加速度を用いて，

構造強度評価を行う。応力の算出には，理論式及び 3 次元シェル要素によりモデル化した

有限要素解析手法を用いる。 

(2) 地震力は，アクセスハッチに対して水平 2 方向及び鉛直方向から個別に作用させる。水

平 2方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せは，「5.4 計算方法」に示す。 

(3) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。

(4) 概略構造図を表 2－1 に示す。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

アクセスハッチの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

5.2.2 許容応力 

アクセスハッチの許容応力はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 及び表

5－4に示すとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

アクセスハッチの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 5－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－6に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分＊1 
荷重の組合せ＊2 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

アクセス 

ハッチ 
Ｓ 

クラスＭＣ 

容器 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

(10) 

(11) ＊3 

(14) 

(16) 

ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) ＊3 

(15) 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊4 (17) ⅣＡＳ 

注記＊1：補強リブに対しては，クラスＭＣ支持構造物の荷重の組合せ及び許容限界を準用する。 

＊2：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－2の荷重の組合せのNo.を示す。 

  ＊3：運転状態Ⅰによる燃料交換時の活荷重は，アクセスハッチに作用しないことから，荷重の組合せとして考慮せず評価しない。 

  ＊4：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最 

大内圧との組合せを考慮する。 
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分＊2 
荷重の組合せ＊3 

許容応力 

状態＊4 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 

アクセス 

ハッチ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ＊5 （Ⅴ（Ｌ）-1） ⅤＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ （Ⅴ（ＬＬ）-1） ⅤＡＳ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2： 補強リブに対しては，重大事故等クラス２支持構造物（クラスＭＣ支持構造物）の荷重の組合せ及び許容限界を準用する。 

＊3：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊4：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

＊5：重大事故等後の最高内圧と最高温度との組合せを考慮する。 
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表5－3 許容応力＊1（クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器） 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合金については1.2・Ｓとす

る。 

左欄の 

α倍の値＊2 
3・Ｓ＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊4，＊5 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転

状態Ⅰ，Ⅱにおけ

る疲労累積係数と

の和が 1.0以下で

あること。 

ⅣＡＳ 

構造上の連続な部分は0.6・Ｓｕ，不連続な部分はＳｙと

0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金については，構造上の連続な部

分は2・Ｓと0.6・Ｓｕの小さい方，不連続な部分は1.2・

Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊2 

ⅤＡＳ＊6 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊2：設計・建設規格 PVB-3111に基づき，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方 

   の値(α)を用いる。 

＊3：3・Ｓを超えるときは弾塑性解析を行うこと。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。また，ＳｍはＳと 

読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

＊4：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊5：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数が1.0以下であること。 

＊6：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 許容応力（クラスＭＣ支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 

＊  
 1.5・ｆｓ 

＊  
 1.5・ｆｃ 

＊  
 1.5・ｆｂ 

＊  
 1.5・ｆｐ 

＊  
 

ⅤＡＳ＊4 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 

＊4：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

アクセスハッチ SGV49＊1 周囲環境温度 104 131 237 430 ― 

サプレッションチェンバ胴 SPV50＊2 
周囲環境温度 104 167 459 562 ― 

補強リブ SPV490 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 

表5－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)  

(MPa) 

アクセスハッチ SGV49＊1 
周囲環境温度 200＊2 131 226 422 ― 

周囲環境温度 70＊3 131 248 453 ― 

サプレッションチェンバ胴 SPV50＊4 
周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

補強リブ SPV490 
周囲環境温度 200＊2 167 417 545 ― 

周囲環境温度 70＊3 167 478 581 ― 

注記＊1：SGV480相当 

＊2：ＳＡ後長期温度 

  ＊3：ＳＡ後長々期温度 

＊4：SPV490相当 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重

設計基準対象施設としての設計荷重である，圧力，最高使用温度，死荷重及び水力学

的動荷重は，以下のとおりとする。 

a. 圧力及び最高使用温度

内圧（最高使用圧力）ＰＤｉ１      427 kPa 

内圧（冷却材喪失事故後の最大内圧）ＰＤｉ２ 209 kPa 

外圧ＰＤо 14 kPa 

温度（最高使用温度）Ｔ 104 ℃ 

b. 死荷重

アクセスハッチの自重を死荷重とする。

死荷重Ｗ  N 

設計基準対象施設の評価におけるサプレッションチェンバの水位は，H.W.L.（EL 

5660mm）に対して保守的な条件として以下のとおりとする。 

水位    EL 7049mm 

c. 逃がし安全弁作動時の荷重

逃がし安全弁作動時，排気管内の気体がクエンチャからサプレッションプール水中

に放出される際，サプレッションチェンバに対して，参照図書(1)に示す圧力振動荷重

が作用する。荷重の大きさは下記のとおりである。 

 kPa 

 kPa 

最大正圧

最大負圧
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(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重

重大事故等対処設備としての設計荷重である，評価圧力，評価温度，死荷重及び水力

学的動荷重は，以下のとおりとする。 

a. 評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備の評価における圧力及び温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」より，以下のとおりとする。 

内圧ＰＳＡＬ  660 kPa（ＳＡ後長期） 

内圧ＰＳＡＬＬ 380 kPa（ＳＡ後長々期） 

温度ＴＳＡＬ  200 ℃ （ＳＡ後長期） 

温度ＴＳＡＬＬ  70 ℃ （ＳＡ後長々期） 

b. 死荷重

アクセスハッチの自重を死荷重とする。

死荷重Ｗ  N 

重大事故等対処設備の評価におけるサプレッションチェンバの水位は，以下のとお

りとする。 

水位    EL 7049mm 

c. チャギング荷重

サプレッションチェンバに対して，低流量蒸気凝縮時には，参照図書(1)に示すチャ

ギング荷重が作用する。荷重の大きさは以下のとおりである。 

最大正圧  kPa 

最大負圧  kPa 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－7及び表 5－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，以下のよ

うに設定する。 

(1) 水平方向設計震度

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力と，

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すサプレッションチ

ェンバの解析モデルによる地震応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく地

震力の大きい方の地震力を設定する。 

(2) 鉛直方向設計震度

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」により求めた地震力を上回る地震力と，

Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」に示すサプレッションチ

ェンバの解析モデルによる地震応答解析により求めた応答加速度を上回る加速度に基づく地

震力の大きい方の地震力を設定する。 

表 5－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記＊1：設計用震度（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度を上回る震度 

＊2：設計用震度（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

サプレッション

チェンバ

EL 

（EL 11.400 ～ 

2.000） 
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表 5－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記＊1：設計用震度（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度を上回る震度 

＊2：設計用震度（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

サプレッション

チェンバ

EL 

（EL 11.400 ～ 

2.000） 
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5.4 計算方法 

アクセスハッチの応力評価点は，アクセスハッチを構成する部材の形状及び荷重伝達経路

を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－9及び図 5－1

に示し，応力の計算方法を以下に示す。 

 

表 5－9 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１＊ ふた板中央部 

Ｐ２＊ フランジ 

Ｐ３＊ ボルト 

Ｐ４ 
アクセスハッチスリーブ 

（Ｐ４－Ａ，Ｐ４－Ｂ） 

Ｐ５ 
アクセスハッチ本体とサプレッションチェンバ胴との

結合部（Ｐ５－Ａ～Ｐ５－Ｃ） 

Ｐ６ アクセスハッチスリーブと補強リブとの結合部 

Ｐ７ 補強リブとサプレッションチェンバ胴との結合部 

Ｐ８ 補強リブ 

     注記＊：応力評価点Ｐ１～Ｐ３については，地震荷重は荷重値が小さく 

無視できるので評価は行わない。 
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Ａ－Ａ矢視図 

図 5－1 アクセスハッチの応力評価点 

  

Ｐ３ Ｐ１ 

Ｐ４ 

   Ａ 

Ｐ２ 

Ｐ５ 

   Ａ 

Ｐ８ 

Ｐ６ 

Ｐ７ 

Ａ Ａ 

  ：応力評価点 

Ｐ４ 

   Ａ 

Ｐ５ 

   Ａ 

Ｐ４ 

   Ｂ 

Ｐ５ 

   Ｃ 

Ｐ５ 

   Ｂ 

Ｐ５ 

   Ｂ 
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(1) 設計基準対象施設としての応力計算方法 

a. アクセスハッチスリーブ（応力評価点Ｐ４） 

応力評価点Ｐ４の応力は，圧力による応力及びアクセスハッチに作用する荷重による

応力を考慮する。 

 

(a) 圧力による応力 

「5.2.4 設計荷重」に示す評価圧力による応力の計算式を以下に示す。 

 

 内圧による周方向応力 

１

１

Ｄｉ
ｔ
(Ｐ /1000)・Ｄ

σ ＝
2・ｔ

  ································· （5.4.1） 

 内圧による軸方向応力 

１

１

Ｄｉ(Ｐ /1000)・Ｄ
σ＝

4・ｔ
  ································· （5.4.2） 

 

 外圧による周方向応力 

１ １

１

Ｄ
ｔ

о(Ｐ /1000)・(Ｄ +2・ｔ )
σ ＝-

2・ｔ
  ······················ （5.4.3） 

 外圧による軸方向応力 

１ １

１

Ｄо(Ｐ /1000)・(Ｄ +2・ｔ )
σ＝-

4・ｔ
  ······················· （5.4.4） 

 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力 

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，「5.2.4 設計荷重」に示す死荷重Ｗ

及び「5.3 設計用地震力」に示す設計震度（ＣＨ，ＣＶ）を用いて，以下の計算式で計

算する。 

なお，水平 2 方向及び鉛直方向の設計用地震力による応力は，絶対値和により組み

合わせる。 

イ. 死荷重による応力 

   軸方向応力 

  
Ｗ

σ＝
Ａ

  ·············································· （5.4.5） 

   ここで， 

  １ １ １
2 2π

Ａ＝ （Ｄ +2・ ｔ -Ｄ
4

・ ）   ··························· （5.4.6） 
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ロ. 水平地震荷重による応力 

   せん断応力 

  
ＨＷ

τ＝
・Ｃ

Ａ
  ·········································· （5.4.7） 

   曲げ応力 

  
１ ＨＷ

σ
・

±
・Ｃ

＝
Ｚ

  ··································· （5.4.8） 

   ここで， 

    
 １ １ １

１ １

4 4（Ｄ +2 ）-Ｄπ
Ｚ ・＝

32 Ｄ +

ｔ

2

・

・ｔ
  ·························· （5.4.9） 

ハ. 鉛直地震荷重による応力 

   軸方向応力 

  
ＶＷ

σ ±
・Ｃ

＝
Ａ

  ······································· （5.4.10） 
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b. アクセスハッチ本体とサプレッションチェンバ胴との結合部（応力評価点Ｐ５） 

応力評価点Ｐ５は，サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力及びアクセ

スハッチに作用する荷重による応力を考慮する。 

 

(a) サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力 

応力計算方法は，Ⅵ-2-9-2-2「サプレッションチェンバの耐震性についての計算書」

に示すとおりである。なお，水平 2 方向及び鉛直方向の設計震度による応力は，ＳＲ

ＳＳ法により組み合わせる。 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力 

応力計算方法は，「5.2.4 設計荷重」に示す死荷重Ｗ及び「5.3 設計用地震力」に

示す設計震度（ＣＨ，ＣＶ）を考慮し，図 4－2に示す解析モデルにて応力を算出する。 

応力評価点Ｐ５に作用する荷重を表 5－10 に示す。なお，水平 2 方向及び鉛直方向

の設計震度による応力は，ＳＲＳＳ法により組み合わせる。 

 

表 5－10 応力評価点Ｐ５に作用する荷重 

荷重の種類＊ 死荷重 地震荷重 

ＦＸ Ｗ  Ｗ・ＣＶ 

ＦＹ ― Ｗ・ＣＨ 

ＦＺ ― Ｗ・ＣＨ 

    注記＊：図 4－2に示す荷重の記号による。 

 

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，図 4－2 に示す解析モデルから得られ

る，単位荷重によりアクセスハッチ本体とサプレッションチェンバ胴との結合部に生

じる応力に，表 5－10に示す荷重による荷重比を乗じて計算する。 
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c. アクセスハッチスリーブと補強リブとの結合部（応力評価点Ｐ６） 

応力評価点Ｐ６の応力は，圧力による応力及びアクセスハッチに作用する荷重による

応力を考慮する。 

(a) 圧力による応力 

「5.2.4 設計荷重」に示す評価圧力による応力は，（5.4.1）式～（5.4.4）式によ

り算出する。 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力 

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の方法で算出

する。 

 

d. 補強リブとサプレッションチェンバ胴との結合部（応力評価点Ｐ７） 

応力評価点Ｐ７は，サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力及びアクセ

スハッチに作用する荷重による応力を考慮する。 

(a) サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力 

サプレッションチェンバ胴に作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の

方法で算出する。 

(b) アクセスハッチに作用する荷重による応力 

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の方法で算出

する。 

 

e. 補強リブ（応力評価点Ｐ８） 

応力評価点Ｐ８は，アクセスハッチに作用する荷重による応力を考慮する。 

(a) アクセスハッチに作用する荷重による応力 

アクセスハッチに作用する荷重による応力は，応力評価点Ｐ５と同様の方法で算出

する。 

 

 

(2) 重大事故等対処設備としての応力計算方法 

重大事故等対処設備としての応力計算方法は設計基準対象施設と同じとする。 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が表 5－3 及び表 5－4 に示す許容応力以下であること。た

だし，組合せ応力は許容引張応力以下であること。 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

アクセスハッチの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 6－1及び表 6－2に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－2の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 1） 

 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ４－Ａ アクセスハッチスリーブ 

一次一般膜応力 8 237 〇 (14)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 356 〇 (14)  

一次＋二次応力 14 393 〇 (14)  

Ｐ４－Ｂ アクセスハッチスリーブ 

一次一般膜応力 8 237 〇 (14)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 356 〇 (14)  

一次＋二次応力 14 393 〇 (14)  

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 86 505 〇 (14)  

一次＋二次応力 149 501 〇 (14)  

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 78 505 〇 (14)  

一次＋二次応力 143 501 〇 (14)  

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 75 505 〇 (14)  

一次＋二次応力 143 501 〇 (14)  
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表 6－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ*）（その 2） 

 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ 

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 356 〇 (14)  

一次＋二次応力 36 393 〇 (14)  

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 86 505 〇 (14)  

一次＋二次応力 227 501 〇 (14)  

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 39 393 〇 (14)  
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 1） 

 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ４－Ａ アクセスハッチスリーブ 

一次一般膜応力 14 258 〇 (15)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 387 〇 (15)  

一次＋二次応力 26 393 〇 (15)  

Ｐ４－Ｂ アクセスハッチスリーブ 

一次一般膜応力 14 258 〇 (15)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 387 〇 (15)  

一次＋二次応力 26 393 〇 (15)  

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 156 505 〇 (15)  

一次＋二次応力 308 501 〇 (15)  

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 139 505 〇 (15)  

一次＋二次応力 298 501 〇 (15)  

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 132 505 〇 (15)  

一次＋二次応力 296 501 〇 (15)  
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ）（その 2） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ 

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 21 387 〇 (15)  

一次＋二次応力 74 393 〇 (15)  

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 156 505 〇 (15)  

一次＋二次応力 480 501 〇 (15)  

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 81 393 〇 (15)  
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 1） 

 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ４－Ａ アクセスハッチスリーブ 

一次一般膜応力 9 258 〇 (17)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 387 〇 (17)  

一次＋二次応力 14 393 〇 (17)  

Ｐ４－Ｂ アクセスハッチスリーブ 

一次一般膜応力 9 258 〇 (17)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 387 〇 (17)  

一次＋二次応力 14 393 〇 (17)  

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 135 505 〇 (17)  

一次＋二次応力 149 501 〇 (17)  

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 127 505 〇 (17)  

一次＋二次応力 143 501 〇 (17)  

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 124 505 〇 (17)  

一次＋二次応力 143 501 〇 (17)  
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*）（その 2） 

 

 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 
荷重の 

組合せ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ 

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 16 387 〇 (17)  

一次＋二次応力 36 393 〇 (17)  

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 135 505 〇 (17)  

一次＋二次応力 227 501 〇 (17)  

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 39 393 〇 (17)  
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6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

アクセスハッチの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 6－3に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5－3の荷重の組合せの No.を記載する。 

なお，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」の 5.3 項にて，設計・建

設規格 PVB-3140(6)を満たすことを確認しているため，一次＋二次＋ピーク応力強さの評

価は不要である。 

 

 



 

 

40 

S2 補 Ⅵ-2-9-2-9 R0 

表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 1） 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ４－Ａ 
アクセスハッチ 

スリーブ 

一次一般膜応力 13 253 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 14 393 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

Ｐ４－Ｂ 
アクセスハッチ 

スリーブ 

一次一般膜応力 13 253 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 14 393 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 318 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 149 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 310 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 143 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 307 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 143 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  
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表 6－3(1) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ）（その 2） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ 

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 23 379 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 36 393 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 318 490 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

一次＋二次応力 227 501 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 39 381 〇 （Ⅴ（Ｌ）-1）  
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 1） 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ４－Ａ 
アクセスハッチ 

スリーブ 

一次一般膜応力 17 272 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 408 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 26 393 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

Ｐ４－Ｂ 
アクセスハッチ 

スリーブ 

一次一般膜応力 17 272 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次膜応力＋一次曲げ応力 17 408 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 26 393 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

Ｐ５－Ａ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 262 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 308 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

Ｐ５－Ｂ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 245 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 298 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

Ｐ５－Ｃ 

アクセスハッチ本体と 

サプレッションチェンバ

胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 238 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 296 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  
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表 6－3(2) 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ）（その 2） 

 

  

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 荷重の組合せ 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

アクセスハッチ 

Ｐ６ 
アクセスハッチスリーブ 

と補強リブとの結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 27 408 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 74 393 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

Ｐ７ 
補強リブとサプレッショ

ンチェンバ胴との結合部 

一次膜応力＋一次曲げ応力 262 523 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

一次＋二次応力 480 501 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  

Ｐ８ 補強リブ 組合せ応力 81 407 〇 （Ⅴ（ＬＬ）-1）  
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7. 参照図書 

(1) 島根原子力発電所第２号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-5-13「サプレッションチェンバの強度計算書」 

 




